様式第１号

平成　　年　　月　　日　

広　島　市　長

住所（所在地）

商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

公募型プロポーザル参加資格確認申請書

平成２８年６月１４日付けで公募型プロポーザル手続開始の公示のありました下記事業に係る公募型プロポーザルの参加資格について確認を受けるため、下記の書類を添えて申請します。

なお、この事業に係る公募型プロポーザル手続開始の公示の４⑴から⑺に定めた要件を満たしていること及び下記の添付書類の内容については、いずれも事実と相違ないことを誓約します。

記

１　事業名

　　広島市西部水資源再生センター消化ガス発電事業
２　添付書類

⑴　会社概要書（様式第２号）
⑵　資本的関係・人的関係調書（様式第３号）
⑶　施工実績調書（様式第４号）及びその確認資料
⑷　印鑑証明書（会社）（写し可。提出日の３ヶ月前の日以降のもの）

⑸　商業登記簿謄本（写し可。提出日の３ヶ月前の日以降のもの）

⑹　直近３期分の計算書類（貸借対照表、損益計算書等（確定した計算書類で会計監査人の監査報告書含む））及び事業報告
⑺　広島市税の納税証明書（写し）（提出日の３ヶ月前の日以降のもの）

⑻　消費税及び地方消費税の納税証明書（写し）（提出日の３ヶ月前の日以降のもの）

⑼　経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書（写し）
（問い合わせ先）
部署：　　　　　　　　　
氏　名：　　　　　　　　　
電　話：　　　　　　　　　
ＦＡＸ：　　　　　　　　　
E-mail：　　　　　　　　　
様式第１－１号

平成　　年　　月　　日　

広　島　市　長

共同企業体の名称 　　○○・△△・□□広島市西部水資源再生センター

消化ガス発電事業共同企業体
　　　代表者　　共同企業体　住所（所在地）

　　　　　　　　構　成　員　商号又は名所

　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　　　　　共同企業体　住所（所在地）

　　　　　　　　構　成　員　商号又は名所

　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　　　　　共同企業体　住所（所在地）

　　　　　　　　構　成　員　商号又は名所

　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞

公募型プロポーザル参加資格確認申請書
（共同企業体用）
平成２８年６月１４日付けで公募型プロポーザル手続開始の公示のありました下記事業に係る公募型プロポーザルの参加資格について確認を受けるため、下記の書類を添えて申請します。

なお、この事業に係る公募型プロポーザル手続開始の公示の４⑴から⑺に定めた要件を満たしていること及び下記の添付書類の内容については、いずれも事実と相違ないことを誓約します。

　また、共同受託により下記事業のプロポーザルに参加するため、　（商号又は名称及び代表者職氏名）　を代表とする共同企業体を結成したので、別添のとおり委任状、共同企業体協定書及び承諾書を添えて、申請します。
記

１　事業名

　　広島市西部水資源再生センター消化ガス発電事業
２　添付書類

⑴　会社概要書（構成員ごとに作成したもの）（様式第２号）
⑵　資本的関係・人的関係調書（構成員ごとに作成したもの）（様式第３号）

⑶　施工実績調書（様式第４号）及びその確認資料

⑷　印鑑証明書（会社）（写し可。提出日の３ヶ月前の日以降のもの）

⑸　商業登記簿謄本（写し可。提出日の３ヶ月前の日以降のもの）

⑹　直近３期分の計算書類（貸借対照表、損益計算書等（確定した計算書類で会計監査人の監査報告書含む））及び事業報告

⑺　広島市税の納税証明書（写し）（提出日の３ヶ月前の日以降のもの）

⑻　消費税及び地方消費税の納税証明書（写し）（提出日の３ヶ月前の日以降のもの）

⑼　経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書（写し）

⑽　委任状等（様式第１－２～４号）
（問い合わせ先）
部署：　　　　　　　　　
氏　名：　　　　　　　　　

電　話：　　　　　　　　　

ＦＡＸ：　　　　　　　　　

E-mail：　　　　　　　　　
様式第１－２号
委　　任　　状

平成　　年　　月　　日

広　島　市　長　　

共同企業体の名称　　○○・△△・□□広島市西部水資源再生センター消化ガス発電事業事業共同企業体
代表者　共同企業体　住所（所在地）
構　成　員　商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　㊞
共同企業体　住所（所在地）
構　成　員　商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　㊞
共同企業体　住所（所在地）
構　成　員　商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　㊞
私は下記の共同企業体代表者を代理人と定め、共同企業体が存続する間、広島市との契約について、次の権限を委任します。

記

受任者

	受任者印鑑


共同企業体　　所在地

代表者　　　　商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　
委　任　事　項

１　応募手続きに関する件

２　契約締結に関する件

３　保証金の納付及び領収に関する件

４　市への支払いに関する件

５　復代理人の選任に関する件

様式第１－３号
○○・△△・□□広島市西部水資源再生センター消化ガス発電事業
共同企業体協定書

（目的）

第1条　当共同企業体は、次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。

(1)　広島市西部水資源再生センター消化ガス発電事業（以下「本事業」という。）の受託

(2)　前号に付帯する事業

（名称）

第２条　当共同企業体は、〇〇・△△・□□広島市西部水資源再生センター消化ガス発電事業共同企業体（以下｢企業体｣という。）と称する。

（事務所の所在地）

第３条　当企業体は、事務所を広島市〇区〇〇町〇番〇号、〇〇会社〇〇支店内に置く。

（成立の時期及び解散の時期）

第４条　当企業体は、平成〇〇年〇〇月〇〇日に成立し、本事業の履行後１２か月以内を経過するまでの間は解散することができない。

２　本事業を受託することができなかったときは、当企業体は、前項の規定にかかわらず、当該事業に係る契約が締結された日に解散するものとする。

（構成員の住所及び名称）

第５条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。

（所在地）
（商　号）
（所在地）
（商　号）
（代表者の名称）

第６条　当企業体は、○○会社を代表者とする。

（代表者の権限）

第７条　当企業体の代表者は、事業の履行に関し、当企業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で、発注者及び監督官庁等と折衝する権限並びに業務委託料（前払金及び部分払金を含む。）の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。

（構成員の出資の割合等）

第８条　各構成員の当初の出資の割合は、次のとおりとする。
○○会社　〇〇％
△△会社　〇〇％
□□会社　〇〇％
２　前項に規定する出資割合については、運営委員会の決議により変更することができるものとする。

（運営委員会）

第９条　当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに事業の履行の基本に関する事項、資金管理方法、事業の一部の再委託の決定、その他の当企業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、事業の履行に当たるものとする。

（構成員の責任）

第１０条　各構成員は、事業の履行及び再委託契約その他の事業の実施に伴い当企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。

（取引金融機関）

第１１条　当企業体の取引金融機関は、〇〇銀行〇〇支店とし、共同企業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。

（決算）

第１２条　当企業体は、事業完了の都度、当該事業について決算するものとする。

（利益金の配当の割合）

第１３条　決算の結果、利益金を生じた場合には、運営委員会の定めるところにより利益金を配当するものとする。

（欠損金の負担の割合）

第１４条　決算の結果、欠損金を生じた場合には、運営委員会の定めるところにより欠損金を負担するものとする。

（権利義務の譲渡の制限）

第１５条　本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。

（事業履行途中における構成員の脱退に対する措置）

第１６条　構成員は，発注者及び構成員全員の承認がなければ，当企業体が事業を完了する日までは脱退することができない。

２　構成員のうち事業途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては，残存構成員が共同連帯して事業を完了する。

３　第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは，残存構成員の出資の割合は，脱退構成員が脱退前に有していたところの出資の割合を，残存構成員が有している出資の割合により分割し，これを第８条に規定する出資の割合に加えた割合とする。

４　脱退した構成員の出資金の返還は，決算の際行うものとする。ただし，決算の結果欠損金を生じた場合には，脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除した金額を返還するものとする。

５　決算の結果利益を生じた場合において，脱退構成員には利益金の配当は行わない。

（構成員の除名）

第１６条の２　当企業体は，構成員のうちいずれかが，事業途中において重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては，他の構成員全員及び発注者の承認により当該構成員を除名することができるものとする。

２　前項の場合において，除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。

３　第１項の規定により構成員が除名された場合においては，前条第２項から第５項までを準用するものとする。
（事業履行途中における構成員の破産又は解散に対する措置）

第１７条　構成員のうちいずれかが事業履行途中において破産又は解散した場合においては、残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担業務を履行するものとする。

（代表者の変更）

第１７条の２　代表者が破産又は解散した場合においては、従前の代表者に代えて、他の構成員全員及び発注者の承認により残存構成員のうちいずれかを代表者とすることができるものとする。

（解散後のかし担保責任）

第１８条　当企業体が解散した後においても、当該事業につきかしがあったときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。

（協定書に定めのない事項）

第１９条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。

○○会社（代表会社名）外２社は、上記のとおり〇〇・△△・□□広島市西部水資源再生センター消化ガス発電事業共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書４通を作成し、各通に構成員が記名押印し、１通は発注者に提出し、他は各自所持するものとする。

平成　　年　　月　　日

住所（所在地）
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
住所（所在地）
商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
住所（所在地）
商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
様式第１－４号
承　　諾　　書

　広島市西部水資源再生センター消化ガス発電事業（以下「本事業」という。）に係る公募型プロポーザル参加申込みに際し，当該共同企業体の構成員が広島市競争入札参加資格者指名停止措置要綱に定める措置要件に該当し，かつ，広島市長が当該事業の受注者として不適当と認めた場合は，下記の措置を講ずることについて，承諾します。
記
　公募の日から受託候補者の特定までの期間内に該当した場合，当該事業の応募に参加させないこと。
平成　　年　　月　　日　
広　島　市　長
共同企業体の名称　　○○・△△・□□広島市西部水資源再生センター消化ガス発電事業共同企業体
代表者　共同企業体　住所（所在地）
　　　　                          構　成　員　商号又は名称
　　　　　　　　　　             　　　　　　 代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　                          共同企業体　住所（所在地）
　　　　                          構　成　員　商号又は名称
　　　　　　　　　　              　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　                          共同企業体　住所（所在地）
　　　　                          構　成　員　商号又は名称
　　　　　　　　　　              　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
様式第２号

会社概要書

	フリガナ
	

	商号又は名称
	


　１　本社

	郵便番号
	
	

	所 在 地
	

	代表者職名
	
	ＴＥＬ
	

	代表者氏名
	
	ＦＡＸ
	


　２　支店等（契約締結権を支店等に委任する場合のみ記入）

	郵便番号
	
	

	支店等名称
	（会社名は不要）

	所 在 地
	

	支店長等職名
	
	ＴＥＬ
	

	支店長等氏名
	
	ＦＡＸ
	


　３　連絡先（１　本社、２　支店等以外で連絡先となる事務所）
	連絡先名称
	（会社名は不要）
	ＴＥＬ
	

	所　在　地
	
	ＦＡＸ
	


　４　会社概要

	総職員数
	人

	営業年数
	年

	資本金
	千円

	自己資本額
	千円


※共同企業体で応募する場合、構成員ごとに作成すること。

様式第３号
資本的関係・人的関係調書
平成　　年　　月　　日
住所（所在地）

商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

当社と資本的関係及び人的関係のある者は，次のとおり相違ありません。

１　資本的関係に関する事項
①　会社法第２条第４号の規定による親会社
	商号又は名称
	○○建設株式会社

	
	


②　会社法第２条第３号の規定による子会社
	商号又は名称
	該当なし

	
	


③　①に記載した親会社の他の子会社（自社を除く）
	商号又は名称
	該当なし

	
	


(注) 親会社は、持株会社等も記載の対象となります。

２　人的関係に関する事項
①　役員の兼任の状況
	当社の役員等
	兼任先及び兼任先での役職

	役職
	氏名
	商号又は名称
	役職

	代表取締役
	○○　○○
	△△建設コンサルタント株式会社
	取締役

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


②　役員が夫婦、親子又は兄弟姉妹の関係にある会社
	当社の役員等
	夫婦、親子又は兄弟姉妹の関係にある会社及び役職等

	役職
	氏名
	商号又は名称
	役職、氏名及び続柄

	該当なし
	
	
	

	
	
	
	


＊　親会社とは、会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。

＊　子会社とは、会社法第２条第３号の規定による子会社をいう。

＊　役員とは、次の者をいう。

	・ 会社の代表権を有する取締役（代表取締役）

・ 取締役（社外取締役を含む。ただし、委員会設置会社の取締役を除く。）

・ 会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第６４条第２項の規定により選任された管財人

・ 委員会設置会社における執行役又は代表執行役


　※ 取締役には、非常勤を含む。

※ 監査役、会計参与、執行役員は該当しない。

　　＊　「夫婦」は法律上のものに限る。

　　＊　「親子」は、民法上の規定による実子のほか、養子及び特別養子の関係にあるものをいう。

　　＊　「兄弟姉妹」は、血縁関係にあるものをいい、姻族関係にあるもの（配偶者の兄弟姉妹）は含まない。

３　複合的関係に関する事項

①　上記１及び２が複合した関係にある会社
	商号又は名称
	所在地
	関係

	該当なし
	
	

	
	
	


４　その他(１又は２と同視しうる関係があると認められる場合)

　①　本店、支店等の営業所の所在地が同一場所にあり応募の適正さが阻害されると認められる会社

	商号又は名称
	所在地
	関係

	該当なし
	
	

	
	
	


　②　社員が他の会社の事務や営業にかかわっており応募の適正さが阻害されると認められる会社

	商号又は名称
	所在地
	関係

	該当なし
	
	

	
	
	


　③　その他応募の適正さが阻害されると認められる会社

	商号又は名称
	所在地
	関係

	該当なし
	
	

	
	
	


※　１資本的関係及び２人的関係については、形式的に判断できる関係であるが、実質的にこれらと同視しうる応募の適正さが阻害される関係がある場合も、同一の公募型プロポーザルへ参加することについては、公正な審査が阻害される恐れがあるため、実効ある競争の確保の観点から応募を制限する。

したがって、同一の公募型プロポーザルへの参加について企画提案書の内容などを相談するなどの関係がある場合は同一の公募型プロポーザルへの参加が制限される。
※　記入欄がたりないときは、適宜記入欄を追加して用いること。なお、別紙となる場合は、左上をステープラーで綴じこみ、別紙にも記名、押印すること。
※　該当のない事項については、その欄に「該当なし」と記載すること。

※　共同企業体で応募する場合、構成員ごとに作成すること。

【同一入札への参加が制限される事例】








※　上記の関係がある場合、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ及びＥ社は、いずれか1者のみの応募となる。ただし、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ及びＥ社の中の２者もしくは３者で共同企業体を構成する場合は、１者の応募とみなす。
※　個人事業主や組合等の法人の理事についても、他の会社の役員等を兼任している場合、同一の公募型プロポーザルへの参加が制限される。また、組合と組合の構成員である会社は同一の公募型プロポーザルへの参加が制限される。

※　１について、子会社又は子会社の一方が更正会社又は更正手続きが存続中の会社である場合は除く。

※　２について、一方の会社の役員が他方の会社の管財人を兼任している場合を除いて、会社の一方が更正会社又は更正手続きが存続中の会社である場合は除く。
様式第４号

施　工　実　績　調　書

次のとおり、入札公告に明示された工事を施工しておりますので、その内容が確認できる書類とともに提出します。
	項　　目
	１
	２

	工

事

名

称

等
	工 事 名

（又はＦＩＴ事業名称）
	○○○○○○○工事
	

	
	発注者名
	○○市
	

	
	施工場所
（終末処理場名等）
	○○県○○市○○町
◇◇浄化センター
	

	
	最終請負金額
(消費税を含む。)
	（単体の場合）

〇〇〇,〇〇〇,〇〇〇円
	

	
	
	（ＪＶの場合）

全体額　〇〇〇,〇〇〇,〇〇〇円

当社分　〇〇〇,〇〇〇,〇〇〇円
	

	
	工　　期
	平成〇〇年〇〇月〇〇日

　　　～平成〇〇年〇〇月〇〇日
	

	
	受注形態
	単体又は共同企業体（出資比率〇〇％）
	

	工 事 内 容

※公示に記載した     　応募参加資格に定める施工実績を有していることを確認できるよう、具体的な能力等を記載すること。
	
	（例）
会社の施工実績が、「日本国内での下水汚泥を含むバイオマス由来のメタン発酵ガスを利用した消化ガス発電設備工事において、単一工事での発電能力の合計規模が１４０ｋＷ以上の消化ガス発電設備を製作（自社製作に限定しない。）し据付した実績（民設民営の再生可能エネルギー固定価格制度による実績も含む。）を有すること。」の場合の記載例。

【記載例】
・終末処理場　　○○市◇◇浄化センター
・発電機型式　　ディーゼル発電機

・発電能力　　　１００ｋＷ／台×４台

・施工内容　　　製作及び据付




※　記載された施工実績の確認資料として、一般財団法人日本建設情報総合センターの「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」に登録されているデータ（以下「竣工時カルテ」という。）の写しを添付すること。ただし、竣工時カルテの写しを添付することができない（ＣＯＲＩＮＳ登録対象工事以外）場合には、実績証明書又は契約書の写しを添付すること（いずれの場合であっても、入札参加条件とした施工実績の具体的な内容が確認できるものでなければならない。これらの書類で確認できない場合は、設計図書及び仕様書等も併せて添付すること。）。

※　会社の施工実績が共同企業体によるものである場合には、申請者が当該共同企業体の構成員であること及び出資割合が確認できる資料を添付すること（竣工時カルテの写し、実績証明書又は契約書の写しにより、共同企業体の構成員であること及び出資割合が確認できる場合には、添付する必要はない。）。

様式第５号

企 画 提 案 書（本書）
平成　　年　　月　　日

　広　島　市　長

　　　

住所（所在地）

商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　平成２８年６月１４日付けで公募型プロポーザル手続き開始の公示のありました広島市西部水資源再生センター消化ガス発電事業に関し、プロポーザル方式参加要請書を受領したので、記載事項が事実と相違ないことを誓約し、企画提案書（正本）を提出します。

　　なお、同時に提出する副本については、正本の内容と相違ありません。

	受付記号番号
	


（問い合わせ先）
部署：　　　　　　　　　
氏　名：　　　　　　　　　

電　話：　　　　　　　　　

ＦＡＸ：　　　　　　　　　

E-mail：　　　　　　　　　
様式第６号

企 画 提 案 書（評価用）
平成　　年　　月　　日

　広　島　市　長

　　　

　　平成２８年７月４日付けで公募型プロポーザル手続き開始の公示のありました広島市西部水資源再生センター消化ガス発電事業に関し、プロポーザル方式参加要請書を受領したので、記載事項が事実と相違ないことを誓約し、企画提案書（副本）を提出します。

	受付記号番号
	


	　　/１０


様式第７号

平成　　年　　月　　日　

広　島　市　長

住所（所在地）

商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

プレゼンテーション出席者申込書

広島市西部水資源再生センター消化ガス発電事業に係るプレゼンテーションへの出席予定者を次のとおり申請いたします。
　　

	部署及び役職
	氏　　名
	備　　考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　　　※　出席者は５名までとする。
　

スクリーン及びプロジェクタの使用について　　　　　　す　る　　・　　しない
（問い合わせ先）
部署：　　　　　　　　　
氏　名：　　　　　　　　　

電　話：　　　　　　　　　

ＦＡＸ：　　　　　　　　　

E-mail：　　　　　　　　　
2 人的関係（役員兼任等）





2 人的関係（役員兼任等）





Ｄ社





Ｅ社





Ａ社





3 資本的関係と人的関係の複合的関係





1 親子関係





1 親会社が同じ子会社





Ｂ社





Ｃ社








